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高齢者施設等の非常用自家発電設備・給水設備・水害対策の整備について（照会） 

 

日頃より、本県の高齢者福祉行政に御協力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

本県では、国の地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金を活用し、高齢者施設等の防

災・減災等の促進を行っているところです。 

今回、次年度の予算要求に向けて、非常用自家発電設備・給水設備・水害対策の整備に

関する要望量の調査を行うことといたしましたので、整備を検討されている施設におかれ

ましては、提出期限までに下記メールアドレス宛に御返信ください。 

なお、現時点で次年度の国の地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金の動向について

は未定でありますことから、本調査は御要望をお伺いするという位置づけでありますこと

をお含みおきください。 

 

記 

 

１．照会施設 現時点で、次年度の具体的な対象施設は未定のため、今年度の地域介護・ 

       福祉空間整備等施設整備事業交付金の対象施設を照会先としております。 

   

  特別養護老人ホーム（地域密着型は除く） 

軽費老人ホーム、介護老人保健施設、介護医療院、養護老人ホーム 

※定員 30 名以上の施設 

※併設の老人短期入所施設は対象外 

※高松市に所在する施設は除く 

※令和８年度内に事業を完了できること 

 

 

 



２．対象事業 

・非常用自家発電設備整備 

・給水設備整備 

・水害対策強化 

 

３．回答方法 

 令和８年度に非常用自家発電設備整備や給水設備整備、水害対策強化を実施予定の

施設におかれましては、下記メールアドレス宛に必要事項を記載の上、送信してくだ

さい。実施を検討されていない施設におかれましては、特に御連絡していただく必要

はありません。 

※メールを送信していただきましたら、受信した旨を、受信後５日以内に返信いたし

ます。こちらからの返信がない場合は、お手数をおかけいたしますが、御連絡くださ

い。 

 

４．必要事項 

  ・法人名 

  ・実施予定の施設名 

  ・定員 

  ・住所 

  ・担当者名、連絡先 

  ・事業内容（非常用自家発電設備整備、給水設備整備、水害対策強化） 

※ 上記に加え、2 社分の見積書を添付してください。 

   

５．留意事項 

○本調査は、令和７年度地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金交付要綱をもとに作 

成しました。このため、令和８年度の同交付金に係る補助対象や補助率等が変更とな 

る可能性がある点に御留意くださいますようお願いいたします。また、本調査は、令 

和８年度における対象事業に関する御要望をお伺いするという位置づけでありますこ 

とを御了承ください。 

○令和７年度の補助率は、事業者 1/4、国 1/2、県 1/4 でした。 

○非常用自家発電設備整備及び給水設備整備 

 ・補助対象とするのは、次のアからウを全て満たすものであること。 

ア 専ら非常時に用いる設備とし、設置に当たり施設に付帯する工事を伴うもの。 



イ 電気・ガス等のライフラインや物資等の供給が寸断された状況下においても、 

発災後７２時間以上の事業継続が可能となる設備であるもの。 

ウ これらの設置場所については、津波や浸水等の水害や土砂災害等の影響を受け  

ない場所とするよう努めること。 

・事業費が 500 万円以上のものに限る。（ただし、非常用自家発電設備整備については 

燃料タンクを除く） 

○水害対策強化事業 

・水害対策強化事業については、補助対象を水害等の発生が懸念される地域にある施 

設・事業所に限る。 

・避難時間や安全な避難先の確保に有効な事業であること。 

・事業費が 80 万円以上のものに限る。 

○本交付金における対象経費 

・防災・減災等事業整備計画に基づく事業の施設の整備（施設の整備と一体的に整備 

されるものであって、地方厚生（支）局長が必要と認めた整備を含む。）に必要な工 

事費又は工事請負費及び工事事務費（工事施工のため直接必要な事務に要する費用 

であって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、そ 

の額は、工事費又は工事請負費の２．６％に相当する額を限度額とする。）。 ただし、 

別の負担（補助）金等において別途補助対象とする費用を除き、工事費又は工事請 

負費には、これと同等と認められる委託費、分担金及び適当と認められる購入費等 

を含む。 

 

６．送 信 先 

香川県健康福祉部長寿社会対策課施設サービスグループ 横井 

  MAIL：hs4165@pref.kagawa.lg.jp 

 

７．提出期限 

  令和７年８月２６日（火） 

 

 

 

【照会先】 

香川県健康福祉部長寿社会対策課 

施設サービスグループ 横井・金谷 

電  話：087-832-3266 

e-mail：hs4165@pref.kagawa.lg.jp 


